
衆議院議員小選挙区の区割り改定案について 

 

平成２９年５月１６日に閣議決定され、国会に提出された「衆議院議

員選挙区画定審議会設置法及び公職選挙法の一部を改正する法律の一部

を改正する法律案」における小選挙区の区割り改定案では、九都県市の

圏域においても、市区町村や政令指定都市の行政区が分割される状況が

生じている。 

衆議院議員は地域の住民の声を国政に届けるという住民の代表として

の性格もあることから、自治体の一体性が損なわれた区割りは、望まし

いものではないと考える。 

今回の区割り改定案は平成２７年の国勢調査に基づくものだが、平成

３２年の国勢調査に基づく区割り改定では再度の大幅な変更が想定され、

関係する地域住民の一層の混乱を招きかねない。また、区域が分割され

る自治体においては、複数選挙区の運営に伴う負担が増加するなど、結

果として選挙運営の安定性が損なわれる恐れがある。 

こうしたことから、小選挙区の区割りについては、地方分権の観点か

らも地域の実情や実態を踏まえたものとなるよう、国会で十分に議論す

べきである旨、九都県市一体となって意見を表明する。 
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